
１ 県内の経済雇用情勢について

・

・ ９月の有効求人倍率は ０．４４倍であり、一部に持ち直しの動きが見られるものの厳しい
状況が続いている。

１）県内経済動向調査結果（平成２２年９月分）

・ 持ち直しの動きが続いている。ただし、円高等による影響が懸念される。

・ 公共工事の減少により弱めの動きが続いている。

・ 引き続き家電の売れ行きが好調である。

・ 運輸業で回復の動きがみられる。

２）有効求人倍率（平成２２年９月）

０．４４倍
（前月より０．０２ポイント減少）

３）離職者の状況（平成２２年１０月）

・ ６社 ２６３人 (前年同期比 ＋３社、＋９３人 前月比 ＋３社、＋１１３人）
・ ３社 ５３人
※ １社１０人以上で、労働局、企業訪問等からの情報により把握した離職者数

２ 平成２３年３月新規高卒者職業紹介状況（平成２２年９月３０日現在、秋田労働局発表）

・ １，５３２人（前年同期比＋２１１人、＋１６．０％）
・ １，１５１人（前年同期比＋１２４人、＋１２．１％）
・ ３６３人（前年同期比＋ ７８人、＋２７．４％）
・ ２３．７％（前年同期比＋２．１ポイント）

県内の経済雇用情勢と施策の実施状況について

製 造 業

建 設 業

小 売 業

企業活性化・雇用緊急対策本部

（ 平 成 ２ ２ 年 １０ 月 ）

県内就職内定率

県内経済は、依然として厳しさが残る中、製造業を中心に持ち直しの動きが続いている。
ただし、昨今の急速な円高等による影響が懸念される。
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３ 緊急経済・雇用対策事業の進捗状況（主な事業）

緊急経済・雇用対策として、①金融対策・資金対策の強化、②雇用対策、③消費の下支え対策に

よる県内需要の拡大、④企業の経営革新・創業支援を中心に事業を実施している。その主な事業の

進捗状況は次のとおりである。

（１０月３１日現在）

受注減や取引企業の倒産により経営不振に陥っている中小
企業に対し低利な事業資金を提供
・ ： 2億円 ・ ： 0.18%（通常0.88％）
・ ： 1.75％ ・ ： ２，０００億円
Ｈ２０～２１
Ｈ２２ （うち１０月分 ２６億円）

雇用対策基金等を活用し、将来の雇用やキャリア転換に役
立つ事業、研修等を実施する。
平成２２年度新規雇用予定数 ： 約２，６００人
Ｈ２０～２１ 県 市町村
Ｈ２２ 県 （うち１０月分 １０４人）

市町村 （うち１０月分 １６９人）
（新規雇用実績）

低燃費かつ低排出ガス認定車の新車に買い換える場合に関
係団体と連携して助成（平成２２年６月３０日までに登録した自動車）

（車両本体価格の５％、２０万円上限）
Ｈ２０～２１
Ｈ２２ （８月２６日で申請終了）

住宅の増改築やリフォーム工事費の１０％を助成
（２０万円上限）
Ｈ２１ （H22.3.1～H22.3.31）
Ｈ２２ （うち１０月分 １，４３０件）

県内に工場、事業所等を新増設、集約する企業に対し、初期
投資や雇用に要する経費の一部を助成
Ｈ２０～２１
Ｈ２２ （うち１０月分 ２件）

支部（地域振興局）毎にハローワークや市町村、社会福祉協
議会などと連携して、求職者生活・就労支援合同相談会を開
催
Ｈ２０～２１ ８地域 ３２日間開催
Ｈ２２ ６地域 ９日間開催 （うち１０月分 なし）

１５件
３０件

１，６５９億円

１０，０２０台
３２，１０１台

８２３人

６，９３７人
１，４２６人

事 業 名 事 業 概 要 及 び 進 捗 状 況

合 計

合 計

保証料
融資枠

２，６６７人

合 計

２９４億円

①
経 営 安 定 資 金

雇 用 対 策 事 業②
雇用

金融
１，３６５億円

地域企業ﾁｬﾚﾝｼﾞ応援事業

相 談 会 の 開 催

２，０２１人

１５件

③
消費
拡大

合 計

２２，０８１台

限 度 額
利 率

環境対応車買換促進事業

住宅ﾘﾌｫｰﾑ緊急支援事業

経営
革新

合 計

５５７件
１１，１４０件
１１，６９７件

④
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